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○４月１６日の本震後、非対本部事務局に物資調達・輸送班（Ｃ４班）を設置
熊本県からの要望を待たない“プッシュ型”によるものを含め約２６３万食を調
達・供給

＜物資調達・輸送班＞
設置場所：中央合同庁舎８号館３階
班 体 制：内閣府、防衛省、厚生労働省、国土交通省、経済産業省、農林水産省、資源エネルギー庁、消防庁、

日本通運、ヤマト運輸（最大約４０名が８号館に常駐）

熊本地震におけるプッシュ型物資支援の状況

９０万食
第１弾

17日～19日

９５万食
第２弾

20日～22日

７８万食

23日～

プッシュ型支援 プル型支援

Ｃ４班設置
4月16日 5:00



熊本地震における⽀援物資拠点の選定過程について
4/16（本震）

◯ 国⼟交通省が受け⼊れ可能な⺠間物資拠点を提⽰
• 熊本県10箇所、佐賀県3箇所、福岡県15箇所、
⼤分県6箇所

◯ 施設規模、⽴地等を考慮の上、現地対策本部にて
①⽇本通運㈱⿃栖流通センターを選定

4/17

◯ ⿃栖の容量超過に備え、⽇本通運㈱が②箱崎物流センター・③東部物流センター、ヤマト運輸㈱が④ロジクロス
福岡久⼭を設置

◯ 福岡市の提案を受け、⑤福岡市中央卸売市場⻘果市場跡地を追加設置

②箱崎物流センター
(⿃栖の補完)

５

③東部物流センター
(⿃栖の補完)

④ロジクロス福岡久⼭
（⾷料以外）

①⿃栖流通センター
（⾷料）

４

１

：熊本県庁

２
３

⑤中央卸売市場⻘果市場跡地
（飲料⽔）

◯ 熊本県の広域物資輸送拠点（グランメッセ熊本）が被災したため、他の物資
輸送拠点の選定を開始
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物資供給経路の変遷

事前想定 ４月１８日時点

４月１９日時点４月２０日以降

・グランメッセ被災のため、民間物流施設を確保。
・食糧、食糧以外ともに民間事業者へ運営委託。

・食糧は、民間事業者から自衛隊に運営を全面切替。・食糧、食糧以外ともに民間事業者に運営委託。
（民間事業者で輸送困難な地域のみ自衛隊で対応）
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○都道府県の広域物資輸送拠点については、７７％が設置済、９％は熊本地震の課題等を踏まえ見直し中
○上記のうち、南海トラフ地震重点受援県(※1)及び首都直下地震１都３県(※2)の全ての都県については、広域物資
輸送拠点を設置済

○物資拠点の運営については、首都直下地震１都３県の広域物資輸送拠点の６７％が、民間事業者への運営を予定
○広域物資輸送拠点のうち全国では５０％、南海トラフ地震重点受援県では４７％の送拠点について、耐震性や床
強度の不足、大型ﾄﾗｯｸの進入、非常用電源の配備などについて不十分な状況

○市区町村の地域物資拠点については、６１％が設置済、１１％は見直し中
○上記のうち、南海トラフ地震重点受援県の市区町村では７９％、首都直下地震１都３県の市区町村では、７３％が
設置済

広域物資輸送拠点等の設置状況について
都道府県、市区町村調査を実施：平成28年10月

都道府県の広域物資輸送拠点設置状況 市区町村の地域物資拠点設置状況

広域物資輸送拠点の安全性

広域物資輸送拠点の運営

※１ ：南海トラフ重点受援県（10県）：静岡・愛知・三重・和歌山・徳島・香川・愛
媛・高知・大分・宮崎

※２ ：首都直下（1都3県）：埼玉・千葉・東京・神奈川

市区町村の地域物資拠点の運営
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熊本県内自治体の物資調達・供給に係る応援協定の締結状況

締結している
40⾃治体

締結していない
6⾃治体

県外・県内、両⽅の⾃治体と締結
30⾃治体

県外⾃治体のみと締結
3⾃治体

県内⾃治体のみと締結
7⾃治体

⺠間企業・⾃治体ともに締結
29⾃治体

⺠間企業のみと締結
6⾃治体

⾃治体のみと締結
5⾃治体

有償・無償、両⽅の
協定を締結
19⾃治体

有償の協定のみ
20⾃治体

無償の協定のみ
1⾃治体

応援協定の有償・無償の別

物資調達・供給に係る応援協定の締結状況

県外⾃治体との応援協定の締結状況 ⺠間企業との応援協定の締結状況

 熊本県内の46⾃治体（熊本県庁を含む）の物資調達・供給に係る応援協定の締結状況をみると、40⾃治体（約9割）で協定が締結されている。
 協定の締結先は、「県外・県内、両⽅の⾃治体と締結」が30⾃治体、「県外⾃治体のみと締結」が3⾃治体であり、33⾃治体（約8割）が広域的に応
援協定を締結している。

 ⺠間企業・⾃治体の別をみると、「⺠間企業・⾃治体ともに締結」が29⾃治体（約7割）となっている。
 ⽀援物資の費⽤負担については、「有償（応援依頼⾃治体が費⽤負担）」の協定を締結している⾃治体がほとんどである。

※物資調達・供給に係る応援協定：
飲料、⾷糧、医薬品、⽣活必需品の
調達・供給に係るもの

約7割が⺠間企業・
⾃治体ともに協定締結

有償の協定内容を締結
している⾃治体がほとんど

約8割が県外⾃治体
との協定を締結

約9割が
協定締結
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物資調達・供給に係る応援協定の内容

応援協定の有償・無償の別

物資調達・供給に係る応援協定の締結先
※218協定の内訳

応援協定の締結先（詳細）

 熊本県内の⾃治体（熊本県庁を含む）では、合計779の協定が締結されており、その内、218の協定（約3割）が物資調達・供給に係る応援協定
となっている。

 218協定の内、協定の締結先は、「⾃治体との協定」が70協定（約3割）、「⺠間企業との協定」が148協定（約7割）となっている。
 「⾃治体との協定」の内、約4割が県外、約6割が県内の⾃治体との協定。 「⺠間企業との協定」は約3割が県外、約7割が県内の⾃治体との協定。
 ⽀援物資の費⽤負担については、「有償（応援依頼⾃治体が費⽤負担）」がほとんどであるが、「⺠間企業との協定」で約3割ほど、「無償」の協定がみ
られる。

※物資調達・供給に係る応援協定：
飲料、⾷糧、医薬品、⽣活必需品の
調達・供給に係るもの

⾃治体との協定
70

⺠間企業との協定
148

県外 県内 計

⾃治体との協定 協定数 26 44 70

構成⽐ 37.1% 62.9% 100.0%

⺠間企業との協定 協定数 46 102 148

構成⽐ 31.1% 68.9% 100.0%

計 72 146 218

有償 無償 不明 計

⾃治体との協定 協定数 69 0 1 70

構成⽐ 98.6% 0.0% 1.4% 100.0%

⺠間企業との協定 協定数 108 39 1 148

構成⽐ 73.0% 26.4% 0.7% 100.0%

計 177 39 2 218

⺠間企業との
協定が約7割

県外との協定が3〜4割

⺠間企業との協定で
約3割が「無償」で⽀援
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プッシュ型支援を含む国等からの支援物資一覧（詳細）

品目 数量 品目 数量 品目 数量 品目 数量 品目 数量

アルファ化米 1,000食 簡易トイレ 203,839個 タブレット端末 1,000個 除菌スプレー 504個
粘着クリーナー
交換シート

360個

保存用パン 112,312食 凝固剤 7,700個 貯水タンク 640個 石鹸 4,200個 トイレブラシ 120本

パン 565,000食 トイレットペーパー 69,440ﾛｰﾙ エチケット袋 18,000枚 雑巾 400枚 ランタン 40個

カップ麺 598,232食 トイレ用クリーナー 6,000個 ヘルメット 775個 ベビー用品 9,770個
ビニール袋
（45L・黒）（10枚入り）

20,000個

おにぎり 234,500食 消臭剤 688個 カーペット 1,522枚 ほうき 120本
ビニール袋
（45L・透明）（10枚入り）

20,000個

パック御飯 300,704食 簡易マット 3,150枚 携帯用充電器 1,800個 ちりとり 120個 リンス 100個

缶詰 361,536食 ビニールシート 35,040枚 土嚢袋 165,000枚 使い捨てカイロ 8,640個 カミソリ 200個

レトルトおかゆ 54,000食 下着類 200,492着 ビニール袋 80,200枚 使い捨て手袋 2,000枚 殺虫剤 600個

レトルト
（カレー、スープ等）

277,330食 下着 20,839枚 単一乾電池 2,200個 割り箸 70,850膳
トイレ掃除用
洗浄剤

150個

ベビーフード 9,822食 ボディーシート 59,976個 単二乾電池 2,000個 長靴 331足 プラスプーン 500個

介護食品 8,040食 水無シャンプー 3,600個 単三乾電池 8,000個 布テープ 30個
ビニール袋
（90L・透明）（10枚入り）

20個

栄養補助食品 133,144食 Ｔシャツ 1,000枚 電気ポット 70個 バケツ 100個 PPロープ 50個

ビスケット 90,060食 紙コップ 1,065,510個 懐中電灯 782個 箱ティッシュ 3,060個 養生テープ 200個

バナナ 160,000本 ペーパータオル 183,605個 タオル 500枚 歯ブラシ 4,000個 アレンジケース 33個

米 126ｔ 間仕切り 3,000個 ビニール手袋 2,500枚 歯磨き粉 3,024セット
置き型
噴霧式防虫剤

20個

育児用調整乳 2,434kg 間仕切用段ボール 230枚 油吸収剤 1,000個 歯磨きセット 5,500個 強化ゴム手袋 200個

清涼飲料水 184,032本
ダンボール製
簡易ベッド

2,500個 コーン・コーンベッド 100個 スプーン 5,016個 電源ドラム 30個

野菜ジュース 31,104本 レジャーシート等 3,060枚 塩素系漂白剤 20個 ボディソープ 3,288枚 電気式蚊取り線香 100個

LL牛乳 53,952本 介護ベッド 50台 台所用漂白剤 234個 マットレス 3,560枚 うちわ 500枚

水（2L） 222,480本 化粧水 51,030個
カーテン
カーテンレール

30ｾｯﾄ 耳栓 1,000個 スリッパ 260個

水（500ml） 15,504本 化粧水シート 24,888個 仮設トイレ用消臭液 3,873個 モップ 100本 台車 10台

毛布 120,382枚 液体歯磨洗口液 720個 紙皿 220,360枚 ラップ 480本

紙おむつ（乳児） 60,400枚 歯磨シート 2,304個 ガムテープ 220個 ラバーカップ 20本

紙おむつ（大人） 20,500枚 スキンケアセット等 19,160個 身体用消臭剤 120個 レインコート 3,605着

生理用品 26,508枚 タイルカーペット 20,320個 軍手 1,080個 ロープ 210束

手指消毒液 25,000本 ガスコンロ 1,500個 シャンプー 3,120個 ヘッドライト 500個

マスク 2,241,400枚 ガスボンベ 4,000個 リンス 3,120ｾｯﾄ 衣類用洗剤 306箱

弾性ストッキング 3,000枚 テレビ 44個
シャンプー＆リンス
トラベルセット

4,200個 住宅用ワイパー 148個

尿取りパッド 3,200枚 ハンドソープ 128,400個 授乳ブラジャー 160個
住宅用ワイパー
交換シート

400個

仮設トイレ 1,150基
トイレ用
アタッチメント

500個 消臭スプレー 654個 粘着クリーナー 48個
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